
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書
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談当するロには，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要ですも
「細分類番号」と捻，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日木標準産業分類の細分類番号をいいます。
１基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三4F度の事業VZi動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいまれ
「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加剣叉は滅少の割合識いいます。
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ＬｄＸ;7ﾌﾞ頃口’@F軍「
（宛先）京者‘ルポ知」事 ▽《虚，史生Ｅｑ ヨ３０日

世ﾉﾂＴ（窪人にあっては，主たる事務所の所在地）

京都市中京区烏丸夷）ll上る少将井町239番地
比名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）
株式会社京都新聞社代表取締役社長白,ILi方一

電話Ｏ7５－２４１－６１００

主たる業種 新聞業
|細谷』這蕃房 』 １ ： 匂 １ 

事業者の区分

図12条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則ロ12条第１項第２号又は第３号
口12条第１項第４号

計画期間 平成23年４月から平成26年３月まで

基本方針基準年度排出量を基準として、３年間で3.0％以上の温室効果ガス排出量削減を目指す。

計画を推進するた
めの体制 京都新聞社グループ地球温暖化対策委員会において、削減計画の進捗管理を実施する。

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

尋耒Ｙ占靭に伴う排出の量

1許１皿の天『家となるplz山の童

目標の根拠

基1軍年度

(20～22）年度

第１年度

(23）年度
第２年度

(24）年度
第３年度
(25）年度

増減率

3,137.1トン 3,111.5トン 3,082.8トン 3,036.5トン －１．９パーセント

3,177.4トン 3,111.5トン 3,082.8トン 3,036.5トン -3.2パーーセント

・平成23年度より
･毎年度針圏で、

５ケ年計画で巽麹される電気室政艤工事髄鏡し､て震圧器を高効率型へ更新していく。
館内の空闘嬢（ニアハン）及びエレベーター職蝋を順次更新していく。

原単位当た
室効果ガス
等

事業の用に供す

る建築物の用途 原単位の指標

本社屋等 事業活動に伴う排卜Hの曇

(廷床面積×1/1000）

事業Ｉ舌動に伴う排出の量
（） 

原学位の指標及び目標の根拠

基準年度

(22）年度
第１年度

(23）年度
第２年度

(24）年度
第３年度
(25）年度

増減率

100.20 99.38 98.46 96.98 -1.90パーセント

パー十ン卜

・各計画年度及び基準年度の『率業活1mbに伴う温室;;b泉ガス排出鑓
×1/1Coo』で割った値としている。

〔トン〕』を『廷床面積３１瓜309㎡

重点的に実施する取組の実施計画
基準年度

(22）年度

R2.0 
バー

セント

第１年度

(23）年度

R6.0 
パー

･セン1.

第２年度

(24）年度

9１，０ 
パー

｡と3.,.1.

第３年度

(25）年度
パー

ICO゛0センド

備考

具体的な取組及び
措置の内容

（２３）年度

（２４）年度

（２５）年度

鍵l土謡３台の史裁（トツプランナー型）。空ii鬮擬の更新（インバータ化含む）
エレベータの更新（省エネタイプ）。

◎ 

鍵l土霊３台の更獅（トツプランナー梨）。牢[調機の更新（インバータ化含む）
エレベータの更新（省エネタイプ）。

◎ 

鍵陸憲３台の更新（トツプランナー型）。空調機の更新（インバータ化含諏）
エレベータの更新槽エネタイプ）。

｡ 

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由

平成23年４月より駐輪場バイク禁lこの為、実質的にバイク通勤者が皆無となっ
た。（従来より通勤者用の自動車駐車場は基本的に設けていない）

駐輪場スペースの有効活用のため軍管理運用方針を変更した．

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区・分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再’t可能エネルギーを利用した電.力
又は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるも
の

温室勤呆ガス排出量の削減効果分又は温

室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の

合計

第１年度

(23）年度

O罰0トン

0.0トン

ｑ0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第２年度

(24）年度

onトン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第３年度

(25）年度

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

備蒋

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

･報道機関として地球温暖化対策に関しての情報を新聞紙面で広く社会に知らしある。

特記事項 ･独白環境マネジメントシステムについて導入検討中。


